
 

  

平成 26年９月 19日 

各  位 

会 社 名 株式会社エル・シー・エーホールディングス 

代表者名 代表取締役 桑田 正明 

 （コード：4798東証第二部） 

問合せ先 代表取締役 桑田 正明 

   （TEL（IR専用）：03-3539-2587） 

 

当社旧経営陣当社旧経営陣当社旧経営陣当社旧経営陣等に等に等に等に対する訴訟対する訴訟対する訴訟対する訴訟提起提起提起提起及び及び及び及び調停申立調停申立調停申立調停申立に関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせ    

    

本日、当社は平成21年４月28日付「第三者割当による新株式及び新株予約権の発行に関するお知らせ」

（以下、本件増資と言います。）でお知らせしました第三者割当増資に係る平成25年度（判）第33号金

融商品取引法違反審判事件（有価証券報告書等虚偽記載）に関してその責任を追及する為、当社旧経営

陣６名及び不動産鑑定士に対し損害賠償等請求訴訟を提起、当社旧経営陣２名及び出資者に対して損害

賠償請求調停を申立てしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

記  

 

１．訴訟を提起した裁判所及び年月日 

  東京地方裁判所（平成26年９月19日） 

 

２．調停申立をした裁判所及び年月日 

東京簡易裁判所（平成26年９月19日） 

 

３．訴訟及び調停を申立てた者 

  株式会社エル・シー・エーホールディングス（以下「当社」と言います。） 

   ・本店所在地 東京都港区虎ノ門一丁目17番１号 

   ・代表者氏名 代表取締役 桑田 正明 

 

４．訴訟を提起した相手 

  (1)被告Ａ氏 

    ・原告当時代表取締役    （平成19年11月21日就任） 

 

(2)被告Ｂ氏 

    ・原告当時取締役相談役   （平成20年８月11日就任） 

 

(3)被告Ｃ氏 

    ・原告当時専務取締役    （平成21年１月14日就任） 

 

  (4)被告Ｄ氏 

    ・原告当時監査役      （平成16年８月19日就任） 

 

  (5)被告Ｅ氏 

    ・原告当時（社外）監査役  （平成11年11月21日就任） 

 



 

  (6)被告Ｆ氏 

    ・原告当時総務部長     （平成16年５月就任） 

 

  (7)被告Ｇ氏 

    ・Ｍ不動産鑑定事務所     代表取締役 

 

５．調停申立をした相手方 

  (1)相手方Ｈ氏 

    ・原告当時（社外）監査役  （平成14年８月10日就任） 

 

  (2)相手方Ｉ氏 

    ・原告当時常務執行役員   （平成20年８月就任） 

 

  (3)相手方Ｊ氏 

    ・株式会社Ｋ社        代表取締役 

 

６．訴訟・調停の内容及び損害賠償請求金額 

  (1)訴訟・調停の内容  不法行為に基づく損害賠償請求訴訟及び損害賠償請求調停 

  (2)損害賠償請求金額  3億8,989万円（当社認定損害額7億3,659万500円の一部として） 

 

７．訴訟に至った経緯及び当社の主張 

(1)これまでの経緯の概要 

平成20年５月20日 連結指標で約10億円の債務超過に陥る。 

平成21年４月28日 本件増資において、株式会社Ｋ社等から不動産等の現物出資を受ける旨

を適時開示。 

平成25年10月31日 証券取引等監視委員会開示検査課により、本件増資により現物出資を受

けた不動産の一部につき、評価額が過大に計上されているとの指摘を受

ける。 

平成25年11月15日 第三者調査委員会設置。 

平成25年12月４日 証券取引等監視委員会より内閣総理大臣及び金融庁長官に対して、金融

庁設置法第20条第１項の規定に基づき、当社に対し3億5,329万円の課徴

金納付命令を発出するよう勧告。 

平成25年12月19日 関東財務局からの過去の有価証券報告書等の訂正命令の発出。 

平成26年１月６日 株式会社東京証券取引所より当社株式の監理銘柄（確認中）の指定。 

平成26年１月16日 金融商品取引法第178条第1項の規定に基づく審判期日。 

平成26年２月６日 当社株式の監理銘柄（確認中）の解除。 

平成26年２月７日 株式会社東京証券取引所より、上場契約違約金1,000万円の徴求の公表。 

平成26年２月８日 株式会社東京証券取引所より、当社株式の特設注意市場銘柄の指定。 

平成26年２月13日 金融庁長官より3億5,329万円の課徴金納付命令。 

平成26年５月20日 連結指標で、743,608千円（株主資本）の債務超過に陥る。 

 

(2)当社の主張 

     当社は、被告らの行った下記行為が善管注意義務、忠実義務違反、不法行為及び資本充実義務

違反に該当するとして、これらにより生じた損害の賠償を求める所存です。 

 

     本件増資は、平成21年５月の決算期を控えて２期連続の債務超過状態に陥り、上場廃止の危機



 

に瀕していた当社が、これを回避するために新株式の発行・増資を検討した結果、現物出資によ

る新株式の発行・増資を実行することになり、その際、現物出資対象不動産評価を水増しして新

株発行に及んだものであります。 

     当初の不動産評価の結果では債務超過を解消するだけの評価を得られなかったことから、当時

の当社代表者、担当者及び現物出資不動産の所有者・出資者らが、対象不動産の一部を債務超過

解消に見合う価額に不正・不当に水増し評価するように偽装し、この事実を気付きながら不動産

鑑定士も当初の鑑定評価を水増しした新たな鑑定評価を容認し、さらに当社のその他の元取締役

や元監査役は、それらの不正を看過したため、当社の資本充実が損なわれ、金融庁長官から課徴

金納付命令が発出されるとともに、株式会社東京証券取引所から上場契約違約金の徴求を求めら

れ、更には金融庁等の有価証券報告書等の訂正命令の指摘を受けて、その後修正申告をするなど

して多大な経費を負担せざるを得なくなったため、当社にそれらの損害が発生しているものであ

ります。 

        したがって、代表取締役を含む当時の取締役には、会社に対する善管注意義務、忠実義務違反

及び資本充実義務違反が認められ、これに協力した現物出資不動産の所有者・出資者にも資本充

実義務違反や不法行為責任が、又監査役には監査義務違反が、そして不動産鑑定事務所及び不動

産鑑定士には会社との委任契約に基づく義務違反ないし不法行為責任が認められるものであり

ます。 

     そこで当社は、当時の代表取締役であった被告Ａ氏、担当取締役として水増し評価による不正

な増資手続に関与した被告Ｂ氏、その直属の部下として実際に手続きを進めた被告Ｆ氏、不動産

鑑定評価の水増しの為の資料作成等に加担した出資者相手方Ｊ氏、このような状況を知った上で、

水増し評価の鑑定結果を算定した被告Ｍ不動産鑑定事務所及びその代表者であり担当した不動

産鑑定士である被告Ｇ氏、この手続きの流れを知りながら放置した元取締役のＣ氏、被告Ｆ氏か

ら報告を受けながらこれを放置して手続きを容易ならしめた常務執行役員であった相手方Ｉ氏、

更に監査役として取締役らに対する業務監査義務を負っていた被告Ｄ氏、被告Ｅ氏及び相手方Ｈ

氏の責任を追及するものであります。 

 

８．調停申立に至る経緯 

  当社では、各相手方に対して、平成26年５月30日付で損害賠償請求の内容証明郵便を出状したが、

相手方Ｈ・Ｉ・Ｊ氏は、概ね自己の非を認めて恭順の意を表明したため、裁判所の調停において責任

割合、具体的賠償金額について協議を進めることとしました。 

 

９．今後の見通し 

  本件訴訟につきましては、今後の訴訟の進捗に応じて情報を開示する予定です。また、本件訴訟の

対象とした損害については、第51期業績予想に折り込み済みのため業績予想に影響はございませんが、

今後本件訴訟の進展に伴い業績予想への影響が明らかになった場合は速やかに開示いたします。 

 

以上 


